
（別紙）
○ 交換分合推進計画実施要領（平成２年６月７日付け２構改Ｂ第 807 号農林水産省構造改善局長通知）一部改正新旧対照表

（下線の部分は改正部分）

改正後 現行（最終改正：平成 19 年８月１日付け 19 農振第 821 号農村振興局長通知）

交換分合推進計画実施要領 交換分合推進計画実施要領

３ 実施主体 ３ 実施主体
交換分合推進計画の作成は、土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）に基づき交 交換分合推進計画の作成は、土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）に基づき交

（ 、 、 、 （ 、 、 、換分合の事業主体となることのできる者 農業委員会 土地改良区 農業協同組合 換分合の事業主体となることのできる者 農業委員会 土地改良区 農業協同組合
市町村）であって、都道府県知事 市町村）であって、都道府県知事が適当と認めるものが行農地利用集積円滑化団体、農地中間管理機構又は 農地保有合理化法人及び

が適当と認めるものが行うものとする。 うものとする。

７ 国の助成措置 ７ 国の助成措置
国は、推進計画の実施に要する経費について、 国は、推進計画の実施に要する経費について、農山漁村活性化プロジェクト支援農山漁村振興交付金実施要綱（平

（ ）成 28 年４月１日付け 27 農振第 2325 号農林水産事務次官依命通知）及び農地耕作 交付金実施要綱 平成 19 年８月１日付け 19 企第 100 号農林水産事務次官依命通知
に定めるところにより するものとする。条件改善事業実施要綱（平成 27 年４月９日付け 26 農振第 2069 号農林水産事務次 第６ 交付金を交付

に定めるところにより するものとする。官依命通知） 助成

（新設）附 則（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2205 号）
１ この要領は、平成 28 年４月１日から施行する。
２ この要領の施行前に、この要領による改正前の交換分合推進計画実施要領（平

成２年６月７日付け２構改Ｂ第 807 号農林水産省構造改善局長通知）の規定に基
、 、づき実施され この要領の施行後も実施することを予定している事業については

なお従前の例による。

（様式６号） （様式６号）
（１）経営の概要及び構成員 （１）経営の概要及び構成員

組織の名称 組織の名称
農地所有適格法人格 農業生産法人格
設立年月日 設立年月日
構成戸数 構成戸数
構成員数 構成員数
専従者数 専従者数
土地所有形態 土地所有形態
施設所有形態 施設所有形態
機械所有形態 機械所有形態
家畜所有形態 家畜所有形態
労働力調達法 労働力調達法
出資方法 出資方法

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略）


